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１ 目的 
千葉県建設リサイクル推進計画２０１６の目標値を達成するためには、建設事

業の初期の段階から実施の各段階において、リサイクル計画を検討・チェックす

ることにより、リサイクル原則化ルールの徹底など公共工事発注者の責務の徹底

を図ることが必要である。 
このため、本ガイドラインは、リサイクル計画書及びリサイクル阻害要因説明

書の作成など、建設事業の計画から設計、積算、完了の各段階における具体的な

実施事項を取りまとめたものである。 
 
 
２ 対象事業 

千葉県が行う建設工事等（受託事業を含む）を対象とする。 
 
 
３ 実施事項 
（１）体制の整備 

対象事業を実施する本庁関係課及び関係出先機関（以下「各機関」という。）

は、リサイクル等の徹底を図るため、別添「リサイクル検討会設置要綱作成例」

を参考に、リサイクル検討会を設置する。 

 
（２）リサイクル計画書等の作成 

各機関は、リサイクル状況を把握し、リサイクルのより一層の徹底に向けた

検討や調整を行うため、次の書類を作成し、又は特記仕様書等にその作成を記

載するものとする。 

① リサイクル計画書（様式１－１、様式１－２、様式１－３） 
（ア）目的 

建設副産物の発生抑制・減量化・再資源化等の検討・調整状況を把握す

る。 
（イ）作成時期及び作成者 

ａ 設計業務（概略設計、予備設計（営繕工事等は基本設計）、詳細設計

（同実施設計））の実施時点（設計金額によらず、全ての建設工事が対

象） 
・リサイクル計画書を業務成果として、設計者（設計業務の受注者）が

リサイクル計画書（概略設計・予備設計）（様式１－１）又はリサイ

クル計画書（詳細設計）（様式１－２）を作成する。 
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ｂ 設計・積算の実施時点（設計金額１００万円以上の建設工事が対象） 
・各機関の当該工事担当者がリサイクル計画書（積算段階）（様式１ 

－３）を作成する。 
②リサイクル阻害要因説明書（様式２－１） 
（ア）目的 

建設資材の再生資源利用率又は建設副産物の有効利用率若しくは再生資

源利用促進率がリサイクル阻害要因説明書の作成の判断基準に該当する場

合にその原因を把握する。 
（イ）作成時期及び作成者（設計金額１００万円以上の建設工事が対象） 

ａ 設計・積算の実施時点（当初） 
・各機関の当該工事担当者が作成する。 

ｂ 工事施工段階（変更） 
・工事施工段階において当該工事担当者が再度作成する。 

（ウ）リサイクル阻害要因説明書の作成の判断基準 
ａ 設計・積算の実施時点（当初） 

・リサイクル計画書（積算段階）（様式１－３）の２．建設資材利用計

画のいずれかの建設資材の再生資源利用率又は３．建設副産物搬出

計画のいずれかの建設副産物の種類の有効利用率が、それぞれ次の

表に掲げる目標値に達しない場合 

ｂ 工事施工段階（変更） 
・再生資源利用計画書の２．建設資材利用計画のいずれかの建設資材

の再生資源利用率又は再生資材利用促進計画書の２．建設副産物搬

出計画のいずれかの建設副産物の種類の再生資源利用促進率が、そ

れぞれ次の表に掲げる目標値に達せず、かつ、設計・積算の実施時

点から１０％以上下がった場合 
 
※建設資材利用計画 

建設資材 再生資源利用率の目標値 

土砂 ８８％ 

砕石 ８８％ 

アスファルト・コンクリート １００％ 

 
※建設副産物搬出計画 

建設副産物の種類 有効利用率及び再生資源利用促進率

の目標値 

アスファルト・コンクリート塊 １００％ 
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コンクリート塊 １００％ 

建設発生木材 ９７％ 

建設汚泥 ９９％ 

建設混合廃棄物 ６０％ 

建設発生土 ８０％ 

 
③再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書並びに再生資源利用実施書

及び再生資源利用促進実施書 
（ア）目的 

建設資材の利用又は建設副産物の発生・搬出の有無にかかわらず、建設 

工事を施工する場合において、リサイクルの実施状況を把握する。 
（イ）作成時期及び作成者 

ａ 建設工事の着手時 

・各機関から請負金額１００万円以上の建設工事を請け負った元請業 

者が、再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を作成し、

施工計画書に含めて提出する。 

ｂ 建設工事の完成時 

・各機関から最終請負金額１００万円以上の建設工事を請け負った元

請業者が、再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書を作成

し、建設副産物情報交換システム工事登録証明書と共に提出する。 

なお、当該工事が建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以

下「建設リサイクル法」という。）に基づく対象建設工事である場合

は、同法第１８条の規定による発注者への報告を兼ねるものとする。 

（ウ）作成方法 

     再生資源利用計画書等は、建設副産物情報交換システム（ＣＯＢＲＩＳ）

を用いて作成する。 

 
（３）リサイクルの徹底に向けた検討・調整等 

各機関は、リサイクルのより一層の徹底に向け、以下の各段階において、そ

れぞれに定める検討・調整等を行う。 
①設計業務の実施時点 

・発生抑制･減量化･再使用･再生利用の促進に資する工法等の検討を行う。 
・特に発生抑制に資する設計や工法等を積極的に採用する。 
・発生抑制･減量化･再使用･再生利用の促進の観点から、有効利用が可能な 

建設発生土等については、他の建設工事発注機関も含めた利用調整を図る。 

・４－（１）－①に掲げるときには、リサイクル検討会で目標値の達成に向

けた検討・調整を行う。 
②設計・積算の実施時点 
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・発生抑制･減量化･再使用･再生利用の促進に資する工法等の検討を行う。 
・特に発生抑制に資する発注計画、設計や工法等を積極的に採用する。 
・４－（１）－②－（ア）又は（イ）に掲げる場合には、リサイクル検討会で

目標値の達成に向けた検討･調整を行う。 
・リサイクル検討会が開催された場合、リサイクル検討会事務局は、リサイ

クル阻害要因説明書（様式２－１）により速やかに県土整備部技術管理課

に報告する。報告後、必要に応じて県土整備部技術管理課と建設リサイク

ルの推進に関する協議を行うものとする。 
・有効利用が可能な建設発生土等については、建設発生土情報交換システム

等を利用し、工事間利用による有効利用を促進するため、他の建設工事発

注機関も含めた利用調整を図る。 
・検討・調整の結果を設計・積算に反映させる。 
・リサイクル計画書及びリサイクル阻害要因説明書（作成の判断基準に該当

する場合に限る。）を設計書に添付し、決裁を受ける。 
③工事契約前 
・工事担当者は、当該工事が建設リサイクル法に基づく対象建設工事である

場合は、『「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建設リサイ

クル法）の施行に伴う公共工事の取扱い』に基づき、同法第１２条の規定

により、落札者（受注者となろうとする業者）が作成した書面により説明

を受け、交付された書面が適切であることを確認した後、速やかにその旨

を契約担当者に報告する。 
④工事着手前 
・工事担当者は、当該工事が建設リサイクル法に基づく対象建設工事である

場合は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイク

ル法）第１１条に基づく地方公共団体から都道府県知事への対象建設工事

の通知に関する取扱要領」に基づき、同法第１１条の規定により、工事に

着手する前に都道府県知事等に通知する。 

⑤工事施工段階 
・４－（１）－③－（ア）又は（イ）に掲げるときには、再度リサイクル検討

会で目標値の達成に向けた検討・調整を行う。 

・リサイクル検討会が開催された場合、リサイクル検討会事務局は、リサイ

クル阻害要因説明書（様式２－１）により速やかに県土整備部技術管理課

へ報告する。報告後、必要に応じて県土整備部技術管理課と建設リサイク

ルの推進に関する協議を行うものとする。 
・変更設計書にリサイクル阻害要因説明書（様式２－１）を添付し、決裁を

受ける。 
⑥工事完了時点 
・建設資材の利用又は建設副産物の発生・搬出の有無にかかわらず、最終請
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負金額１００万円以上の全ての建設工事について、各機関は受注者から提

出される再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書並びに建設副産

物情報交換システム工事登録証明書を確認する。 
⑦リサイクル実施状況の取りまとめ 
・各機関は、リサイクル阻害要因説明書（集計用）（様式２－２）を年度毎に

取りまとめの上、本庁関係課にあっては、千葉県建設副産物対策協議会事

務局（県土整備部技術管理課）に、関係出先機関にあっては、各地区建設副

産物対策連絡協議会で取りまとめの上、同事務局に電子データにより提出

する。なお、提出期限などの詳細については、県土整備部技術管理課から

連絡を行う。 
・県土整備部技術管理課においては、設計・積算の実施時点又は工事施工段

階に報告のあったリサイクル阻害要因説明書及び上記の取りまとめ結果を

基に、必要に応じ、建設リサイクルの推進に向けた検討を実施する。 
 
 
４ 適用基準 
（１）リサイクル検討会の開催 

リサイクル検討会は、次の①から③までに掲げる時点に応じ、それぞれ当該

①から③までに定めるときに開催する。 
①設計業務（概略、予備、詳細設計等）の実施時点 
・費用対効果、環境、工事期間、地元事情等を考慮し、各機関の長が検討・

調整が必要であると認めるとき 

②設計・積算の実施時点 

（ア）当該工事が、３－（２）－②－（ウ）－ａに掲げる場合に該当し、次の

表の左欄に掲げる建設資材及び建設副産物の種類のいずれかが同表の右

欄に掲げる規模以上であるとき 
（イ）当該工事が、３－（２）－②－（ウ）－ａに掲げる場合に該当し、特に

建設副産物対策上重要な工事であって各機関の長が検討・調整が必要で

あると認めるとき 
③工事施工段階 

（ア）設計・積算の実施時点においてリサイクル検討会を開催した建設工事

が、工事施工段階においても次の表の左欄に掲げる建設資材及び建設副

産物の種類のいずれかが同表の右欄に掲げる規模以上であり、再生資源

利用計画書の２．建設資材利用計画のいずれかの建設資材の再生資源利

用率又は再生資材利用促進計画書の２．建設副産物搬出計画のいずれか

の建設副産物の種類の再生資源利用促進率が、設計・積算の実施時点の
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それぞれの再生資源利用率又は有効利用率に対して１０％以上下がった

とき 

（イ）当該工事が、３－（２）－②－（ウ）－ｂに掲げる場合に該当し、特に

建設副産物対策上重要な工事であって各機関の長が検討・調整が必要で

あると認めるとき 
 

※建設資材利用計画 

建設資材 規模（利用量） 

土砂 １００㎥ 

砕石 ５００ｔ 

アスファルト・コンクリート ２００ｔ 

 
※建設副産物搬出計画 

建設副産物の種類 規模（発生量） 

建設発生土 １００㎥ 

アスファルト・コンクリート塊、コ

ンクリート塊、建設発生木材 

合計２００ｔ 

建設汚泥 ２００ｔ 

建設混合廃棄物 ２００ｔ 

 
（２）特例事項 

災害応急等の緊急を要する建設工事等の場合、設計金額にかかわらず次の事

項を省略することができる。 
・リサイクル計画書（設計段階）（様式１－３）の作成 
・リサイクル阻害要因説明書（様式２－１）の作成 

 

 
５ その他 

工事内容を変更する際には、個々のケースにより必要な段階まで遡って検討・

調整等を改めて実施する。 
 

附 則 

このガイドラインは、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 このガイドラインは、平成３０年４月１日から施行する。 
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附 則 

 このガイドラインは、平成３１年４月１日から施行する。 
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＜ 別添及び様式 ＞ 
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○リサイクル検討会設置要綱作成例 

○○○リサイクル検討会設置要綱 
 
１ 目的 

建設リサイクルの推進において、千葉県の行う建設工事が先導的役割を果た

すため、建設副産物の発生抑制、再生利用、適正処理等の徹底を図ることを目的

に○○○リサイクル検討会を設置する。 
 
２ 組織 
（１）○○○リサイクル検討会は、会長及び会員をもって構成する。 
（２）○○○リサイクル検討会の会長は、○○○○をもって充てる。 

（３）○○○リサイクル検討会の会員は、○○○○、○○○、○○○○及び会長が

必要と認めたものを会員とする。 
 
３ 所掌事項 
（１）事業の各段階における、リサイクル状況の把握・検討・調整・指示等 

ア 設計業務の実施時点 
発生抑制･減量化･再使用･再生利用の促進の観点から、工法等の改善処置

の要否について検討し、他機関との利用調整を図る。 
イ 設計・積算の実施時点 

リサイクル阻害要因説明書について、「千葉県建設リサイクル推進計画 

２０１６ガイドライン」の目標値の達成に向けた検討・調整を行う。また検

討内容及び結果をリサイクル阻害要因説明書により県土整備部技術管理課

に報告する。 
ウ 工事施工段階 

リサイクル阻害要因説明書について、「千葉県建設リサイクル推進計画 

２０１６ガイドライン」の目標値の達成に向けた検討・調整を行う。また検

討内容及び結果をリサイクル阻害要因説明書により県土整備部技術管理課

に報告する。 
（２）その他建設リサイクルの推進に関する事項 
 
４ 事務局 

○○○リサイクル検討会の事務局は調整課（相当課室班）に置く。 
 
５ その他 

この要綱に定めるもののほか、運営に関し必要な事項は会長が別に定める。 
 

10



 

（留意事項） 
・２－（２）の会長は、本庁関係課にあっては、課内で指名するものとする。 

関係出先機関にあっては、技術次長（相当職）とする。 
・２－（３）の会員は、本庁関係課にあっては、若干名とする。 

関係出先機関にあっては、会長以外の技術次長、検査監、調整課長等（相当職）及

び会長が必要と認めたものとする。 
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様
式
１
－
１

１
．
事
業
（
工
事
）
概
要

発
注

機
関

名

事
業

(
工

事
)
施

工
場

所

事
業

(
工

事
)
概

要
等

２
．
建
設
資
材
利
用
計
画

建
設

資
材

土
砂

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
　

砕
石

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

ｱ
ｽ
ﾌ
ｧ
ﾙ
ﾄ
・

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

　
※

　
最

下
段

に
は

、
そ

の
他

の
再

生
資

材
を

使
用

す
る

場
合

に
記

入
す

る
。

３
．
建
設
副
産
物
搬
出
計
画

建
設

発
生

土
地

山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
　

コ
ン

ク
リ

ー
ト

塊
ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

ｱ
ｽ
ﾌ
ｧ
ﾙ
ﾄ
･
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
塊

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

建
設

汚
泥

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

建
設

混
合

廃
棄

物
ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

取
り

こ
わ

し
建

物
件

　

　
※

　
地

図
、

航
空

写
真

、
踏

査
等

か
ら

検
討

す
る

。
　

※
　

利
用

可
能

量
等

は
、

現
時

点
で

算
出

可
能

な
も

の
と

す
る

。
　

※
　

建
設

副
産

物
の

搬
出

計
画

に
つ

い
て

、
基

本
的

に
は

全
量

を
再

利
用

す
る

こ
と

を
原

則
と

し
て

計
画

す
る

。

リ
　
サ
　
イ
　
ク
　
ル
　
計
　
画
　
書
　
（
概
略
設
計
・
予
備
設
計
）

　
業
務
成
果
と
し
て
、
設
計
業
務
の
受
注
者
が
作
成
し
報
告
書
に
添
付

事
業

(
工

事
)
名

事
業

(
工

事
)
着

手
予

定
時

期

①
　

利
　

用
　

量
②

　
現

場
内

利
用

③
　

再
生

材
利

用
④

　
新

材
利

用
⑤
再
生
資
源
利
用
率

備
　

　
　

　
　

　
　

考
可

能
量

　
可

能
量

　
可

能
量

　
（

②
＋

③
）

/
①

×
1
0
0

建
設

副
産

物
の

種
類

⑥
　

発
 
 
生

 
 
量

⑦
　

現
場

内
利

用
⑧

　
他

工
事

へ
の

⑨
　

再
資

源
化

施
設

⑩
　

最
終

処
分

量
⑪
現
場
内
利
用
率

備
 
 
 
 
考

可
能

量
　

搬
出

可
能

量
　

へ
の

搬
出

可
能

量
 

（
⑦

/
⑥

）
×

1
0
0

－

－ － － －

－
－

－
－

－
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様
式
１
－
２

１
．
設
計
概
要

２
．
建
設
資
材
利
用
計
画

地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
　

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

　
※

　
最

下
段

に
は

、
そ

の
他

の
再

生
資

材
を

使
用

す
る

場
合

に
記

入
す

る
。

３
．
建
設
副
産
物
搬
出
計
画

第
1
種

建
設

発
生

土
地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
　

第
2
種

建
設

発
生

土
地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
　

第
3
種

建
設

発
生

土
地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
　

第
4
種

建
設

発
生

土
地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
　

泥
土
（
浚
渫
土
）

地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
　

合
計

地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
　

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

ﾄ
 
ﾝ
 

％
　

　
※

　
建

設
発

生
土

の
区

分
（

既
存

資
料

か
ら

判
断

す
る

も
と
す

る
）

　
　

　
①

第
１

種
建

設
発

生
土

・
・

・
砂

、
礫

及
び

こ
れ

ら
に
準

ず
る

も
の

。
④

第
４

種
建

設
発

生
土

・
・

・
粘

性
土

及
び
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
。
（
第
３
種
建
設
発
生
土
を
除
く
）

　
　

　
②

第
２

種
建

設
発

生
土

・
・

・
砂

質
土

、
礫

質
土

及
び
こ

れ
ら

に
準

ず
る

も
の

。
⑤

泥
土

（
浚

渫
土

）
　

・
・

・
浚

渫
土

の
う
ち
概
ね
ｑ
ｃ
２
以
下
の
も
の
。

　
　

　
③

第
３

種
建

設
発

生
土

・
・

・
通

常
の

施
工

性
が

確
保
さ

れ
る

粘
性

土
及

び
こ

れ
ら

に
準

ず
る

も
の

。

　
※

　
建

設
発

生
木

材
の

中
に

は
、

伐
開

除
根

材
及

び
剪

定
材
を

含
む

。

　
※

　
利

用
・

搬
出

可
能

量
は

、
現

時
点

で
算

出
可

能
な

も
の
を

記
載

す
る

。

　
※

　
建

設
副

産
物

の
搬

出
計

画
に

つ
い

て
、

基
本

的
に

は
全
量

を
再

利
用

す
る

こ
と

を
原

則
と

し
て

計
画

す
る

。

リ
　
サ
　
イ
　
ク
　
ル
　
計
　
画
　
書
　
（
詳
細
設
計
）

　
業
務
成
果
と
し
て
、
設
計
業
務
の
受
注
者
が
作
成
し
報
告
書
に
添
付

発
注

機
関

名
委

託
名

履
行

場
所

工
事

着
手

予
定

時
期

設
計

概
要

等

建
設

資
材

①
　

利
　

用
　

量
②

　
現

場
内

利
用

③
　

再
生

材
利

用
④

　
新

材
利

用
⑤
再
生
資
源
利
用
率

備
　

　
　

　
　

　
　

考
可

能
量

　
可

能
量

　
可

能
量

　
（

②
＋

③
）

/
①

×
1
0
0

土
砂

砕
石

ｱ
ｽ
ﾌ
ｧ
ﾙ
ﾄ
・

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ

建
設

副
産

物
の

種
類

⑥
　

発
 
 
生

 
 
量

⑦
　

現
場

内
利

用
⑧

　
他

工
事

へ
の

⑨
　

再
資

源
化

施
設

⑩
　

最
終

処
分

量
⑪
現
場
内
利
用
率

備
 
 
 
 
考

可
能

量
搬

出
可

能
量

へ
の

搬
出

可
能

量
（

⑦
/
⑥

）
×

1
0
0

－ － － －
コ

ン
ク

リ
ー

ト
塊

－

建 設 発 生 土

－ －

ｱ
ｽ
ﾌ
ｧ
ﾙ
ﾄ
･
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
塊

－
建

設
発

生
木

材
－

建
設

汚
泥

－
建

設
混

合
廃

棄
物

－

13



様
式

１
－

３

１
．

事
業

（
工

事
）

概
要

２
．

建
設

資
材

利
用

計
画

地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％ ％ ％ ％
　

※
　

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

欄
に

は
、

車
道

排
水

性
及

び
歩

道
透

水
性

舗
装

用
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
混

合
物

の
利

用
量

は
含

め
な

い
も

の
と

す
る

。

　
※

　
最

下
段

に
は

、
そ

の
他

の
再

生
資

材
を

使
用

す
る

場
合

に
記

入
す

る
。

３
．

建
設

副
産

物
搬

出
計

画

第
1
種

建
設

発
生

土
地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
％

第
2
種

建
設

発
生

土
地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
％

第
3
種

建
設

発
生

土
地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
％

第
4
種

建
設

発
生

土
地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
％

泥
土
（
浚
渫
土
）

地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
％

合
計

地
山
m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

地
山

m
3

％
％

％
％

％
％

％
％

％
％

％
％

　
※

　
建

設
発

生
土

の
区

分
（

既
存

資
料

か
ら

判
断

す
る

も
と

す
る

）
　
　

　
①

第
１

種
建

設
発

生
土

・
・

・
砂

、
礫

及
び

こ
れ

ら
に

準
ず

る
も

の
。

④
第

４
種

建
設

発
生

土
・

・
・

粘
性

土
及
び
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
。
（
第
３
種
建
設
発
生
土
を
除
く
）

　
　

　
②

第
２

種
建

設
発

生
土

・
・

・
砂

質
土

、
礫

質
土

及
び

こ
れ

ら
に

準
ず

る
も

の
。

⑤
泥

土
（

浚
渫

土
）

　
・

・
・

浚
渫

土
の
う
ち
概
ね
ｑ
ｃ
２
以
下
の
も
の
。

　
　

　
③

第
３

種
建

設
発

生
土

・
・

・
通

常
の

施
工

性
が

確
保

さ
れ

る
粘

性
土

及
び

こ
れ

ら
に

準
ず

る
も

の
。

　
※

　
建

設
発

生
木

材
の

中
に

は
、

伐
開

除
根

材
及

び
剪

定
材

を
含

む
。

　
※

　
建

設
汚

泥
、

建
設

発
生

木
材
及

び
建

設
混

合
廃

棄
物

の
「

⑦
現

場
内

利
用

」
の

欄
に

は
、

上
段

に
現

場
内

利
用

、
下

段
に

現
場

内
で

の
減
量
化
量
を
記
入
す
る
。

　
※

　
「

⑩
ス

ト
ッ

ク
ヤ

ー
ド

へ
の

搬
出

量
」

に
は

、
他

工
事

に
再

利
用

さ
れ

る
こ

と
が

予
定

さ
れ

る
場

合
の

み
記

入
す

る
。

　
※

　
「

他
工

事
」

に
は

、
他

機
関

の
公

共
工

事
や

民
間

工
事

も
含

む
。

 
 
 
 
 
 
 
リ
 
 
サ
 
 
イ
 
 
ク
 
 
ル
 
 
計
 
 
画
 
 
書
 
（
積
算
段
階
）

工
事
担
当
者
が
作
成
し
、
設
計
書
に
添
付

発
注

機
関

名
工

事
名

施
工

場
所

工
期

(
予

定
)

工
事

概
要

等

建
設

資
材

　
①

　
利

　
用

　
量

②
　

現
場

内
利

用
量

③
　

再
生

材
利

用
量

④
　

新
材

利
用

量
⑤

　
再

生
資

源
利

用
率

備
　

　
　

　
考

（
②

＋
③

）
/
①

×
1
0
0

土
砂

砕
石

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ｱ
ｽ
ﾌ
ｧ
ﾙ
ﾄ
・

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

建
設

副
産

物
の

種
類

⑥
　

発
 
 
生

 
 
量

⑦
現

場
内

利
用

量
⑧

他
工

事
へ

の
⑨

再
資

源
化

施
設

⑩
ス

ト
ッ

ク
ヤ

ー
⑪

現
場

内
利

用
率

⑫
有

効
利

用
率

備
 
 
 
 
考

（
減

量
化

量
）

搬
出

量
　

へ
の

搬
出

量
　

ド
へ

の
搬

出
量

　
（

⑦
/
⑥

）
×

1
0
0

（
⑦

+
⑧

+
⑨

+
⑩

）
/
⑥

×
1
0
0

建 設 発 生 土 コ
ン

ク
リ

ー
ト

塊
ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

－
ｱ
ｽ
ﾌ
ｧ
ﾙ
ﾄ
･
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
塊

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

－
建

設
汚

泥
ﾄ
 
ﾝ

－
ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

建
設

発
生

木
材

ﾄ
 
ﾝ

－
ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

建
設

混
合

廃
棄

物
ﾄ
 
ﾝ

－
ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ

ﾄ
 
ﾝ
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［　］内：目標値

（　）内：再生資源利用率

（ ％） （ ％） （ ％）

［　］内：目標値

（　）内：有効利用率又は再生資源利用促進率

（ ％） （ ％） （

施 工 場 所 工期

工 事 概 要

リサイクル阻害要因説明書　　（当初・変更） 目標値に達しない場合に作成し、設計書に添付

様式２－１

発 注 機 関 名 工事名

リサイクル検討会
実 施 年 月 日

    　　年　　月　　日実施（当初・変更）
技術管理課
報告年月日

    　　年　　月　　日報告（当初・変更）

Ⅰ．建設資材利用計画

建　設　資　材 土　　　 砂 砕　　　石 ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ

再生材の供給場所がない

再生材の規格が仕様に適合しない

［ 100 ％］

再生資源利用率の目標値を達成できない理由

［ 88 ％］ ［ 88 ％］

Ⅱ．建設副産物搬出計画

その他（下の括弧内に記入）

その他

１．建設発生土、コンクリ－ト塊、アスファルト・コンクリ－ト塊

建　設　副　産　物 建設発生土 コンクリート塊 ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

［ 80 ％］ ［

他に再利用できる現場がない

再利用できる現場の要求する規格に適合しない

100 ％］ ［ 100 ％］

目標値を達成できない理由 ％）

その他（下の括弧内に記入）

その他

有害物質が混入している

再資源化施設がない
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［　］内：目標値

（　）内：有効利用率又は再生資源利用促進率

（ ％） （ ％） （

２．建設汚泥、建設発生木材、建設混合廃棄物

建　設　副　産　物 建 設 汚 泥 建設発生木材 建設混合廃棄物

他に再利用できる現場がない

再利用できる現場の要求する規格に適合しない

［ 60 ％］

目標値を達成できない理由 ％）

［ 99 ％］ ［ 97 ％］

その他（下の括弧内に記入）

　その他

有害物質が混入している

再資源化施設がない

達しない場合は、該当品目の理由の欄に○印を付ける。

　理由の欄に該当するものがない場合には、「その他」の欄に○印を付け、下の括弧内に具体的

に記述する。

※本様式は、県土整備部技術管理課へのリサイクル検討会の実施報告様式を兼ねる。

注）それぞれの品目で再生資源利用率、有効利用率又は再生資源利用促進率が、それぞれの目標値に
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※

地区建設副産物対策連絡協議会に提出する。
※

［ ％］［ ％］［

件 件 件

件 件 件

件 件 件

［ ％］［ ％］［ ％］

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

リサイクル阻害要因説明書 　（集計用） 調整担当が年度毎に取りまとめのうえ協議会に提出

様式２－２

発注機関名・地区建設副産物対策連絡協議会名

区　　　　　分     　　　年度

［　］内：目標値

目標値を達成できない理由 88 88 100 ％］

年度ごとに､リサイクル阻害要因説明書を各発注機関ごとに集計､検討し､本庁関係課にあっては、
千葉県建設副産物対策協議会事務局に、関係出先機関等にあっては、

地区建設副産物対策連絡協議会は､各発注機関から提出されたものを集計し､
千葉県建設副産物対策協議会事務局に提出する｡

Ⅰ．建設資材利用計画

建　設　資　材 土　　　 砂 砕　　　石 ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ

その他

再生材の供給場所がない

再生材の規格が仕様に適合しない

その他（下の括弧内に記入）

目標値を達成できない理由 80 100 100

他に再利用できる現場がない

Ⅱ．建設副産物搬出計画・実績

１．建設発生土、コンクリ－ト塊、アスファルト・コンクリ－ト塊

建　設　副　産　物 建設発生土 コンクリート塊 ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

［　］内：目標値

その他（下の括弧内に記入）

その他

再利用できる現場の要求する規格に適合しない

有害物質が混入している

再資源化施設がない
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［ ％］［ ％］［ ％］

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

　

２．建設汚泥、建設発生木材、建設混合廃棄物

建　設　副　産　物 建 設 汚 泥 建設発生木材 建設混合廃棄物

［　］内：目標値

再利用できる現場の要求する規格に適合しない

有害物質が混入している

再資源化施設がない

目標値を達成できない理由 99 97 60

他に再利用できる現場がない

Ⅲ．対策・意見等

その他（下の括弧内に記入）

　その他
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＜ 参 考 資 料 ＞ 
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とりまとめ

実
施
状
況
の
把
握

工事計画

設　　計

積　　算

発　　注

（契　約）

リサイクル検討会 設計・積算・工事担当課

施　　工

リ
サ
イ
ク
ル
原
則
化
ル
ー

ル
の
適
用
の
徹
底

受注者 主な実施内容事業の経過

概略設計
予備設計
（基本）
業務委託

詳細設計
（実施）
業務委託

完　了

特記仕様書等にリサイクル計

画書の作成を指示

リサイクル計画書の作成

（ 〃 修 正 ）
検討・調整検討・調整

特記仕様書等にリサイクル計

画書の作成を指示

リサイクル計画書の作成

（ 〃 修 正 ）

工 事 計 画 の 立 案

リサイクル計画書の作成

リサイクル阻害要因説明書の

作成（当初）

リ サ イ ク ル 計 画 書

、リサイクル阻害要因説明書の作成

（ 修 正 ）

検討・調整

特 記 仕 様 書 に 指 示

（契約前）

契 約

通 知

説 明

再生資材利用計画書、再生

資材利用促進計画書の作成
チ ェ ッ ク

リサイクル阻害要因説明書の

作成（変更）

再生資材利用実施書、再生資材利用促

進実施書、建設副産物情報交換システ

ム 工 事 登 録 証 明 書 の 作 成

チ ェ ッ ク

とりまとめ
とりまとめ

改善検討

検討・調整検討・調整

ガイドラインフロー図（参考） （緊急工事等によるフローは、 最低限枠内の作業を実施）

発
生
抑
制
･
減
量
化
・
再
生
利
用
の

促
進
に
資
す
る
工
法
の
検
討

検討・調整

とりまとめ

改善検討

提出
（様式１－１）

（様式１－２）
提出

（様式１－３）

ＹＥＳＮＯ （様式２－１）

報告

（協議）

（技術管理課）
※設計書にリサイクル計画書添付

（リサイクル阻害要因説明書も同様）

提出

（様式２－１）

ＹＥＳ

ＮＯ

※一定規模以上又は

各機関の長が必要と

判断した時

提出

（本庁・出先機関等）（技術管理課）

とりまとめ

改善検討

報告

（協議）

（技術管理課）

契 約

リサイクル阻害要因説明書

の 作 成 （ 修 正 ）

※一定規模以上又は

各機関の長が必要と

判断した時

変更設計書の作成※

※各機関の長が必要と

判断した時

※各機関の長が必要と

判断した時

率が目標値に達する

工事施工段階の率が、積算

時点と比較して－１０％以

実施設計書の作成※

※建設リサイクル法の

対象建設工事の場合

（法１２条）

（法１３条）

（法１１条）

※変更設計書にリサイクル

阻害要因説明書添付

※工事によっては建設リサイクル法

第１８条の報告を兼ねる

提出 リサイクル阻害要因説明書

（様式２－２）の作成

提出
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・コンクリート 特定建設資材が廃棄物となったもの
・コンクリート及び鉄から成る建設資材 （コンクリート塊）
・木材 （建設発生木材）

・建築物の解体 床面積の合計　80㎡ ・アスファルト・コンクリート （アスファルト・コンクリート塊）
・建築物の新築・増築 床面積の合計　500㎡
・建築物の修繕・模様替等 請負代金　　　　1億円
・その他の工作物（土木工事等） 請負代金　　　　500万円

建設リサイクル法に係る契約事務等については、以下の通知等を参照の上、適切に実施すること
・「建設工事請負契約約款の一部改正について（通知）」　（平成14年5月24日付け管理第132号）
・「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律の施行に伴う契約事務手続について（通知）」　（平成14年7月25日付け管理第246号、技第113号）
・「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に伴う契約事務について（通知）」　（平成22年3月29日付け技第660号）
・千葉県建設リサイクル実施要領
・「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建設リサイクル法）の施行に伴う公共工事の取扱い
・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）第１１条に基づく地方公共団体から都道府県知事への対象建設工事の通知に関する取扱要領

　・解体工事の場合は、解体する建築物等の構造
　・新築工事等の場合は、使用する特定建設資材の種類
　・工事着手の時期及び工程の概要
　・分別解体等の計画
　・解体工事の場合は、解体する建築物等に用いられた
　　建設資材の量の見込み

　・分別解体等の方法 　・分別解体等の方法
　・解体工事に要する費用 　・解体工事に要する費用
　・再資源化等をするための施設の名称及び所在地 　・再資源化等をするための施設の名称及び所在地
　・再資源化等に要する費用 　・再資源化等に要する費用

※契約は法第１３条の規定より行う。

　・再資源化等が完了した年月日
　・再資源化等をした施設の名称及び所在地
　・再資源化等に要した費用

建設リサイクル法取扱フロー図（公共工事）

建設リサ
イクル法
の用語の
解説

対象建設工事 特定建設資材 特定建設資材廃棄物

県におけ
る建リ法
に係る契
約に関す
る通知・
要領等

発注者 受注者（落札者）
入札後

事前説明（法第１２条第１項）交付された書面が適切であることを確認する。

手 続 き フ ロ ー 図

※使用する様式は平成14年5月24日付け管理第132号の通知を参照すること。
※記載内容は『「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建設リサイク
ル法）の施行に伴う公共工事の取扱い』を参照すること。
※元請業者と下請業者との間の契約も同様

※使用する様式は平成14年5月24日付け管理第132号の通知を参照すること。
※記載内容は『「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建設リサイク
ル法）の施行に伴う公共工事の取扱い』を参照すること。

以下の事項を書面に記載して交付して説明しなければならない。

※使用する様式は『「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建設リサ
イクル法）の施行に伴う公共工事の取扱い』で定める別紙１を参照すること。

契約

書面による契約（法第１３条） 書面による契約（法第１３条）
契約書に以下の内容を記載し、署名又は記名押印をして相互に交
付しなければならない。

分別解体等（法第９条）
対象建設工事の受注者や自主施工者は、正当な理由がある場
合を除き、分別解体等をしなければならない。

※使用する様式は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサ
イクル法）第１１条に基づく地方公共団体から都道府県知事への対象建設工事の
通知に関する取扱要領」で定める別紙様式を参照すること。（受理機関で指定され
ている場合はそれを使用）

通知（法第１１条） 告知（法第１２条第２項）

完了

報告（法第１８条第１項）
特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは、以下の事
項を報告するとともに、記録を作成し、保存しなければならない。

※使用する様式は『「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建設リサ
イクル法）の施行に伴う公共工事の取扱い』で定める別紙２を参照すること。（再生
資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書で兼ねられる。）

特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事又はその施工に特定建
設資材を使用する新築工事等であって、以下の規模以上のものが対象

契約書に以下の内容を記載し、署名又は記名押印をして相互に交
付しなければならない。

再資源化等が適正に行われたことを確認する。

他の建設業を営む者に請け負わせようとするときは、当該他の建
設業を営む者に対し、当該対象建設工事に法第１０条第１項の規
定により届け出られた事項（法第１１条の規定により通知された事
項）を告げなければならない。

再資源化等（法第１６条）
対象建設工事の受注者は、分別解体等に伴って生じた特定建設
資材廃棄物について再資源化をしなければならない。
（建設発生木材のみ条件によっては縮減が可能）

（変更契約）（法第１３条第２項） 変更契約（法第１３条第２項）
契約書の記載内容を変更しようとする場合には、変更内容を書面
に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなければならな
い。

契約書の記載内容を変更しようとする場合には、変更内容を書面
に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなければならな
い。

工事をしようとするときは、あらかじめ、都道府県知事等にその旨
を通知しなければならない。

着手
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「平成３０年度 建設副産物実態調査 利用量・搬出先調査票 記入要領」（国土交通省）で定める表 

 

 

 

 

 

 

表１０ 〈参考〉重量換算係数（㌧／㎥） 

 荷積み状態での換算値 実体積による換算値 産業廃棄物 

（環境省） 

※注２ 

 建廃ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ値※注１ 参考値 参考値 

建設汚泥 １．２～１．６ １．４ １．４ １．１０ 

コンクリート塊 
（建設廃材 

１．６～１．８） 

１．８ ２．３５（無筋） 

１．４８ アスファルト・ 

コンクリート塊 
１．８ ２．３５ 

建設発生木材 ０．４～０．７ ０．５  ０．５５ 

建設混合廃棄物   
０．２４～０．３０

※注３ 
０．２６ 

砕石 － － ２．０※注４ － 

廃プラスチック － － １．１ ０．３５ 

廃塩化ビニル

管・継手 
－ 

２００※注５ 

（㎏／㎥） 

（管・パイプ） 

  

廃石膏ボード － 
０．６５～０．８

※注６ 
 ０．３０ 

紙くず － － ０．５ ０．３０ 

アスベスト － － ０．９  

 

注１）建廃ガイドライン値：『「建設廃棄物処理ガイドライン」厚生省生活衛生局水道環境部産業廃棄物対策室監修』による値 

注２）産業廃棄物（環境省）：『産業廃棄物管理票に関する報告書及び電子マニフェストの普及について』（環産廃発第 061227006 号） 

の別添２に示された換算係数。ただし、建設廃棄物に限定するものではないため、注意が必要。 

注３）建設混合廃棄物は（社）建設業協会及び（社）全国産業廃棄物協会の混合廃棄物組成分析調査結果による。 

注４）盛土状態での換算値。『「道路橋示方書・同解説」（社）日本道路協会』等による値。 

注５）塩化ビニル管・継手協会のリサイクル協力会社における値。 

注６）（社）石膏ボード工業会『石膏ボードハンドブック』による値。 

 

 

＜重量換算について＞ 

 体積から重量への換算は、個々の実態に基づいて記入してください。 
 実態値がない場合には、換算表（表１０）を参考にして記入してください。 
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『「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建設リサイクル法）の施行に伴う公共工事の取扱い』で定める様式 

 

（別紙１） 

      

 

法第１２条第１項に基づく書面 

 

   年   月   日 

 

 

（発注者） 

              様 

 

 

                           （郵便番号  －    ）  

                           住 所                                 

                      氏 名                   印  

                           電話番号   －    －       

 

 

 

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 12 条第 1 項の規定により，対象建設工

事の届出に係る事項について，次のとおり説明します。 

 

 

 

 

１ 工事の名称 

 

２ 工事の場所 

 

３ 説明内容   添付資料のとおり 

 

４ 添付資料 

  ①別表（別表 1～3 のいずれかに必要事項を記載したもの） 

      □別表 1（建築物に係る解体工事） 

   □別表 2（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）） 

   □別表 3（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）） 

    ②工程の概要を示す資料 

      □工程表 
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[別記様式第一号] （Ａ４）
別表１

□有

□無

□有
□無

□有

□無

□有

□無

トン

備考

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

トン

障害物　□有（　　　）　□無

通学路　□有　□無

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　 　  　   ）

作業場所　□十分　□不十分

工事着手前に実施する措置の内容

石綿

工
程
ごと
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工程
①建築設備・内装材等

②屋根ふき材

③外装材・上部構造部分

分別解体等の方法

トン

□　飛散性石綿（吹付け石綿、石綿含有吹付け

    ロックウール等）

□　手作業

□　手作業・機械作業の併用

(                            )

□　飛散性石綿の適正処理の実施

外装材・上部構造部分の取り壊し

その他（　　　　  　　　　）

建築物に用いられた建設資材の量の見込み

併用の場合の理由（　　　　　）

□内装材に木材が含まれる場合

不可の場合の理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□可　□不可
①の工程における木材の分別に支障となる建設資材の事前の取り外し

工事の工程の順序

特定建設
資材への
付着物

□　非飛散性石綿の適正処理の実施□　非飛散性石綿（石綿含有スレート板等）

(                             )

□　飛散性石綿に関する諸官庁届出（大防法、労安衛法・石綿予防規則）

□無
（　　　　　　　　　  　　）

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

□　飛散性石綿【吹付け】（鉄骨等の特定建設

    資材以外のものに吹付けられた石綿）

建築設備･内装材等の取り外し
□有　□無

作業内容

□　飛散性石綿【吹付けではない】（石綿を含

    有する断熱材、保温材、・耐火被覆材等）

□　手作業・機械作業の併用

建築物に係る解体工事

分別解体等の計画等
□木造　□鉄骨鉄筋コンクリート造　□鉄筋コンクリート造
□鉄骨造　□コンクリートブロック造　□その他（　　　　　　　　）

建築物の構造

(                            )

建築物に
関する

調査の結果

□有

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

建築物に
関する

調査の結果
及び

工事着手前
に実施する
措置の内容

□⑤
□①　□②　□③　□④

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

搬出経路

残存物品

その
他

□　非飛散性石綿の適正処理の実施
□　非飛散性石綿（石綿含有ビニール床

    タイル等）

□　飛散性石綿に関する諸官庁届出（大防法、労安衛法・石綿予防規則）

□　飛散性石綿の適正処理の実施

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごと
の量の見込み及びその発生が見
込まれる建築物の部分

（注）　①建築設備・内装材等　②屋根ふき材　③外装材・上部構造部分　④基礎・基礎ぐい　⑤その他

□建設発生木材

□①　□②　□③　□④

種類 量の見込み
□コンクリート塊 □①　□②　□③　□④

□⑤

屋根ふき材の取り外し
□有　□無

□有　□無

□　手作業

□　手作業

併用の場合の理由（　　　　　）

□　手作業・機械作業の併用

作業場所

その他の場合の理由（　　　　　　　　　　          　　）

□　手作業

発生が見込まれる部分（注）

□⑤トン

④基礎・基礎ぐい

⑤その他
（　　　　　）

□　手作業・機械作業の併用

□　手作業・機械作業の併用

築年数　　　年、棟数　　　棟

その他（　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　ｍ

建築物に関する調査の結果

周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

建築物の状況

周辺状況

その他

 建設発生木材　□無　□有（契約書の写し等　□有　□無）

石綿

その
他

(                             )

□その他（　　　　　　　          　　　　　　　　　　）

基礎・基礎ぐいの取り壊し
□有　□無
その他の取り壊し
□有　□無
□上の工程における①→②→③→④の順序

□　手作業
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[別記様式第一号] （Ａ４）
別表２

□有

□無

□有
□無

□有

□無

□有

□無

備考

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

作業場所　□十分　□不十分

その他（　　　　  　　　　）

建築物に係る新築工事等（新築･増築･修繕･模様替）

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

その他（　　　　 　  　   ）

工事着手前に実施する措置の内容

分別解体等の計画等

(                             )

その
他

(                            )

⑤建築設備・内装等

作業内容
 造成等の工事　□有　□無

④屋根

工
程
ごと
の
作
業
内
容

工程

①造成等

②基礎・基礎ぐい

③上部構造部分・外装

 基礎・基礎ぐいの工事　□有　□無

□　飛散性石綿【吹付け】（鉄骨等の特定建設
    資材以外のものに吹付けられた石綿）

□　非飛散性石綿（石綿含有スレート板等） □　非飛散性石綿の適正処理の実施

搬出経路

その他

(                             )

特定建設
資材への
付着物
(修繕･模様
替工事のみ)

□　飛散性石綿（吹付け石綿、石綿含有吹付け

    ロックウール等）

□　飛散性石綿に関する諸官庁届出（大防法、労安衛法・石綿予防規則）

□　飛散性石綿の適正処理の実施

□　飛散性石綿に関する諸官庁届出（大防法、労安衛法・石綿予防規則）

作業場所

□　飛散性石綿の適正処理の実施

□　非飛散性石綿の適正処理の実施

石綿

□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材
□アスファルト・コンクリート　□木材

使用する特定建設　　　　資
材の種類

建築物に
関する

調査の結果

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

築年数　　　年、棟数　　　棟

その他（　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　ｍ

建築物の状況

周辺状況

建築物に関する調査の結果

建築物に
関する

調査の結果
及び

工事着手前
に実施する
措置の内容

その
他

石綿

通学路　□有　□無

障害物　□有（　　　）　□無

□　非飛散性石綿（石綿含有ビニール床

    タイル等）

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

□　飛散性石綿【吹付けではない】（石綿を含
    有する断熱材、保温材、・耐火被覆材等）

廃
棄
物
発
生
見
込
量

特定建設資材廃棄物の種類ごと
の量の見込み並びに特定建設資
材が使用される建築物の部分及
び特定建設資材廃棄物の発生が
見込まれる建築物の部分

（注）　①造成等　②基礎　③上部構造部分・外装　④屋根　⑤建築設備・内装等　　⑥その他

□建設発生木材

□①　□②　□③　□④
トン

トン

□①　□②　□③　□④

トン

使用する部分又は発生が見込まれる
部分（注）

 建設発生木材　□無　□有（契約書の写し等　□有　□無）

 その他の工事　□有　□無

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

種類

□⑤　□⑥

□⑤　□⑥

□⑤　□⑥
□①　□②　□③　□④

量の見込み

⑥その他
（　　　　　）

(                            )

□コンクリート塊

 建築設備・内装等の工事　□有　□無

 上部構造部分・外装の工事　□有　□無

 屋根の工事　□有　□無
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[別記様式第一号] （Ａ４）
別表３

□有

□無

□有
□無

□有

□無

□有

□無

トン

備考

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

□　非飛散性石綿（石綿含有スレート板等） □　非飛散性石綿の適正処理の実施

(                            )

 本体付属品の工事　□有　□無

□　手作業
□　手作業・機械作業の併用
□　手作業

　　　工作物に用いられた建設資材の量　　　の
見込み(解体工事のみ)

□上の工程における⑤→④→③の順序
□その他(                                                )
その他の場合の理由(                                      )

 土工事　□有　□無

 基礎工事　□有　□無

 本体構造の工事　□有　□無

使用する特定建設資材の種類
(新築･維持･修繕工事のみ)

□コンクリート　□コンクリート及び鉄から成る建設資材
□アスファルト・コンクリート　□木材

□　手作業・機械作業の併用

□　手作業
□　手作業・機械作業の併用
□　手作業
□　手作業・機械作業の併用

 仮設工事　□有　□無

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

工事の種類 □新築工事　□維持・修繕工事　□解体工事
□電気　□水道　□ガス　□下水道　□鉄道　□電話
□その他（                                                    ）

分別解体等の計画等
□鉄筋コンクリート造　□その他（                              ）工作物の構造　　　　　（解体工

事のみ）

廃
棄
物
発
生
見
込
量

石綿

その
他

(                             )

□　飛散性石綿【吹付け】（鉄骨等の特定建設

    資材以外のものに吹付けられた石綿）

 その他の工事　□有　□無

工事の工程の順序

(解体工事のみ)

トン

□⑤　□⑥

特定建設資材廃棄物の種類ごと
の量の見込み(全工事)並びに特
定建設資材が使用される工作物
の部分(新築・維持・修繕工事の
み)及び特定建設資材廃棄物の発
生が見込まれる工作物の部分(維
持・修繕･解体工事のみ)

量の見込み
使用する部分又は発生が見込まれる部分
(注）

□①　□②　□③　□④

□①　□②　□③　□④

□ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

種類

□①　□②　□③　□④

障害物　□有（　　　）　□無

トン

□コンクリート塊

工事着手前に実施する措置の内容工作物に関する調査の結果

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

作業場所　□十分　□不十分

その他（　　　　 　  　   ）

作業内容

トン

□　飛散性石綿【吹付けではない】（石綿を含

    有する断熱材、保温材、・耐火被覆材等）

分別解体等の方法
(解体工事のみ)

□　手作業
□　手作業・機械作業の併用

(                             )

□　手作業
□　手作業・機械作業の併用

周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校

工作物の状況

周辺状況

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

作業場所

③基礎

④本体構造

□⑤　□⑥

□⑤　□⑥

工作物に
関する

調査の結果

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

築年数　　　年

その他（　　　　　　　　）

敷地境界との最短距離　約　　ｍ

⑥その他
（　　　　　　　　　　）

その他

(                            )

工
程
ごと
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工程

①仮設

②土工

□　飛散性石綿（吹付け石綿、石綿含有吹付け

    ロックウール等）

石綿

搬出経路

その
他

□　非飛散性石綿（石綿含有ビニール床

    タイル等）

 建設発生木材　□無　□有（契約書の写し等　□有　□無）

⑤本体付属品

その他（　　　　  　　　　）

（注）　①仮設　②土工　③基礎　④本体構造　⑤本体付属品　　⑥その他

□建設発生木材

通学路　□有　□無

工作物に
関する

調査の結果
及び

工事着手前
に実施する
措置の内容

□　飛散性石綿に関する諸官庁届出（大防法、労安衛法・石綿予防規則）

□　飛散性石綿の適正処理の実施

□　飛散性石綿に関する諸官庁届出（大防法、労安衛法・石綿予防規則）

□　飛散性石綿の適正処理の実施

□　非飛散性石綿の適正処理の実施

特定建設
資材への
付着物
(解体･維持・
修繕工事の
み)
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「「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建設リサイクル法）の施行に伴う公共工事の取扱い」で定める様式 

 （別紙２） 

 

再 資 源 化 等 報 告 書 

 
  年  月  日 

 
（発注者） 

様 
 

（郵便番号   ―     ） 
住 所                 
氏 名             印   
電話番号    ―   ―       

 
 
 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 18 条 1 項の規定により、下記のとおり、特定建

設資材廃棄物の再資源化等が完了したことを報告します。 
 

記 
１ 工事の名称                   
２ 工事の場所                   
３ 再資源化等が完了した年月日          年  月  日 
４ 再資源化等をした施設の名称及び所在地 
（書ききれない場合は別紙に記載）  

特定建設資材廃棄物の種類 施 設 の 名 称 所    在    地 

   
   
   

   
   

５ 特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用           万円（税込み） 
 
（参考資料を添付する場合の添付資料）      

 
□ 再生資源利用実施書（必要事項を記載したもの）様式１ 
□ 再生資源利用促進実施書（必要事項を記載したもの）様式２ 
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「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）第１１条に基づく地方公共団体からの都道府県知事への対象建

設工事の通知に関する取扱要領」で定める様式 
（別紙様式） 

通  知  書 
発  第      号 
    年  月  日 

 
            知事 
            市長 様 
                

（工事発注者）発注者職氏名：                       
                        

住   所：                      
  
 
 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１１条の規定により、下記のとおり通知します。 
 

記 
連 
 
絡 
 
先 

所 属 名  

担当者職氏名
フリガナ

  

電 話 番 号        －       －      （内線     ） 

工 
 
事 
 
の 
 
内 
 
容 

工事の名称  

工事の場所       県       市町村 

 
工事の概要 
 
 
 
 

工事の種類 
 □建築物に係る解体工事   □建築物に係る新築又は増築の工事 
 □建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの 
 □建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（              ）注１ 

工事の規模 
 建築物に係る解体工事      用途      、階数  、工事対象床面積       ㎡ 
 建築物に係る新築又は増築の工事 用途      、階数  、工事対象床面積       ㎡ 
 建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの 
                 用途      、階数  、請負代金       万円(税込) 
 建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等        請負代金       万円(税込) 

工   期   年  月  日～    年  月  日 
工事着手予定日：    年  月  日 

請 
 
負 
 
者 

会 社 名   現場代理人氏名
フリガナ

  

所 在 地  〒 

電 話 番 号      －   －    （内線  ） FAX     －  － 

 
※受付番号：           
注１）建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等の場合は工事の具体的な種類を記入する。（例：舗装、築堤、

土地改良等） 
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